
横浜市の概況

横浜市は⼈⼝３７７万⼈の政令指定都市であり、⼈⼝規模で国内最⼤の
基礎⾃治体です。⽣産年齢⼈⼝（１５〜６４歳）は２３３万⼈（６２％） 、
⽼年⼈⼝（６５歳以上）は９３万⼈（２５％）となっています（令和７年
１⽉現在） 。

財政の特徴（他都市⽐較）⼈⼝と⾯積の特徴

⼀般会計予算額（令和７年度予算）

⼈⼝

⾯積

市税収⼊構造（令和７年度予算）
他都市と⽐較すると、横浜市は市税に占める個⼈市⺠税の割合が⼤きく、景気

の変動に左右されにくい税収構造といえます。
⼀⽅で、個⼈市⺠税は⼈⼝の増減に⼤きく影響を受けるため、今後の⼈⼝減少

により減収が⾒込まれます。

（億円）

横浜市の予算額は、⽐較都市中、２番⽬となっています。予算額のうち、義務
的経費（⼈件費、扶助費、公債費）が半分以上を占めています。今後、⾼齢化
の進展に伴う扶助費の増加等により、予算規模の増加が⾒込まれます。

これまで増加傾向にあった⼈
⼝は、令和３年の１年間で戦
後初の減少となるなど、減少の
兆しが⾒え始めています。
将来⼈⼝推計では、今後、

本格的な少⼦⾼齢化と総⼈
⼝の減少が⾒込まれています。

横浜市は、神奈川県東部に位
置し、中⼼部は東京都⼼部から
約３０キロメートル圏内、総⾯積
は４３８平⽅キロメートル（令和
６年１０⽉現在）で、東京２３
区の約７割にあたります。市街化
区域の約４割を第⼀種低層住居
専⽤地域として指定しており、郊
外部を中⼼に低層の住宅地が広
がっています。

【出典】横浜市中期計画2022〜2025（令和４年12⽉策定）

【出典】横浜市将来⼈⼝推計（令和６年１⽉）（中位推計）

横浜市ワンストップ財政情報
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個⼈市⺠税︓給与収⼊などに応じて納めていただく住⺠税
法⼈市⺠税︓市内に事業所がある法⼈に納めていただく住⺠税
固定資産税︓⼟地や家、ビルなどを持っている⽅に納めていただく税
都市計画税︓市街化区域内に⼟地や家などを持っている⽅に納めていただく税
そ の 他 ︓市内でたばこを買った⽅に納めていただく税（市たばこ税）など
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